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答申書 

 

第１ 審査会の結論 

   本件審査請求は、棄却されるべきである。 

 

第２ 審査請求に至る経緯 

 １ 審査請求に係る処分 

令和６年６月１２日、処分庁は、審査請求人に対し、令和６年度

分の国民健康保険税額を１２６，５００円と決定し、その旨を通知

する賦課決定処分（以下「本件処分」という。）を行った。 

 

 ２ 審査請求 

審査請求人は、令和６年９月１１日、処分庁に対し、本件処分の

取消しを求める審査請求を行った。 

 

第３ 審理関係人の主張の要旨 

 １ 審査請求人の主張 

(1) 年金収入が物価の値上がりに追い付かず、医療費が多くかか

り、生活が大変である。 

(2) 国民健康保険税を引き下げてほしい。 

 

２ 処分庁の主張 

(1) 本件処分は、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）及び三

木市国民健康保険税条例（昭和３４年三木市条例第１６号。以

下「条例」という。）に基づいて適正に行われている。 

(2) 担税能力に応じた軽減制度として、審査請求人世帯の令和５

年中総所得金額に基づき、均等割額と平等割額について５割軽



減を適用している。 

 

第４ 審理員意見書の要旨 

 １ 審理員意見書の結論 

本件審査請求は理由がないから、行政不服審査法（平成２６年

法律第６８号。以下「法」という。）第４５条第２項の規定により、

棄却されるべきである。 

 

 ２ 審理員意見書の理由 

(1) 本件処分に違法性があるか否かについて 

ア 国民健康保険の課税額は、基礎課税額、後期高齢者支援金

等課税額及び介護納付金課税額の合算額である（地方税法第

７０３条の４第２項及び条例第２条第１項）。なお、審査請求

人は、介護納付金課税額算定の対象ではない（条例第２条第

１項第３号及び介護保険法（平成９年法律第１２３号）第９

条第２号）。 

イ 基礎課税額、後期高齢者支援金等課税額の算定に必要な審

査請求人の令和５年中の総所得金額、被保険者数については

争いがなく、審査請求人の令和６年度分の国民健康保険税の

税額は、本条例第１条乃至第３条、第５条及び第１７条の規

定に従って適正に算定されたものと認められる。 

  (2) 本件処分についての不当性の検討 

ア 日本国憲法第８４条は、「あらたに租税を課し、又は現行の

租税を変更するには、法律又は法律の定める条件によること

を必要とする。」と定めている。その趣旨は、行政が法律の範

囲を超えて恣意的な課税をすることはできないとして、国民

を保護するものである。 

イ また、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２２３条及

び地方税法第２条の規定は、法律の範囲内での課税権を地方

公共団体に付与しており、地方税法第３条第１項は、課税標



準、税率その他賦課徴収に関することについては条例で定め

なければならない旨を規定している。 

ウ 審査請求人の国民健康保険税は、条例に基づき適正に算定

されていることは理由１(1)及び(2)で述べた通りであり、上

述のとおりいわゆる租税法律主義の観点からみても、処分庁

が、条例の根拠なく裁量によって税額を決定する余地はない

ものと言うべきである。 

エ 以上により、審査請求人が主張するこれらの点には、処分

庁に不当性が認められるような事情はないと考えられる。 

(3) 審査請求人のその余の主張について 

審査請求人が審査請求書において述べている「年金収入が物

価の値上がりに追い付かず、医療費が多くかかり、生活が大変

である。」、「（国民健康保険税を）引き下げてください。」などと

いう主張については、三木市政に対する不満や要望であり、い

ずれも、本件処分が現行法令等に照らし、適法かつ適正に行わ

れているか否かを審査する本件審査請求においては、審査の対

象とならないことから、審査請求人の主張は採用できない。 

 

第５ 審査庁の意見 

   本件審査請求は理由がないから、法第４５条第２項の規定によ

り、棄却されるべきである。 

 

第６ 調査審議の経過 

   当審査会は、本件審査請求について、次のとおり調査審議を行

った。 

   令和７年２月１９日 諮問 

   令和７年４月１４日 調査審議 

   令和７年７月３１日  調査審議 

 

第７ 審査会の判断の理由 



   当審査会は、審査請求人及び処分庁の主張を検討した結果、以

下のように判断する。 

(1) 審査請求人に対して賦課された令和６年度国民健康保険

税額は、当審査会における検証を通じても、地方税法第７０

３条の４並びに条例第１条、第２条、第３条、第５条及び第

７条の規定に基づき適正に算定されたものと認められ、他に

本件処分に違法又は不当な点は認められない。 

(2) そもそも、法における審査は個々の行政処分の違法性及び

不当性を審査するものであり、審査請求書において審査請求

人が述べている年金収入が物価の高騰に追いつかず、国民健

康保険税額を引き下げて欲しいという要望や不満は審査の対

象外である。 

(3) よって、本件審査請求には理由がないものと認められるの

で、「第１ 審査会の結論」記載のとおり判断する。 
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